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具体的検討

打上げ

（ＨＴＶ５号機）

国際宇宙ステーション（ISS）の共通運用経費への対応

・宇宙ステーション補給機「こうのとり」の運用

・将来への波及性の高い技術

[文部科学省]

打上げ

（ＨＴＶ６号機）

打上げ

（ＨＴＶ７号機）

打上げ

（ＨＴＶ８号機）

打上げ

（ＨＴＶ９号機）

４．（２）① ix）宇宙科学・探査及び有人宇宙活動

※HTV：宇宙ステーション補給機「こうのとり」

日本実験棟「きぼう」の運用・利用

[文部科学省]

日米オープン・プラットフォーム・パートナーシップ・プログラム（JP-US OP3）の推進

概念設計・基本設計 詳細設計

PFM（1号機）製作・試験・維持設計

ＨＴＶ－Ｘの開発

打上げ

（１号機）

ＨＴＶ－Ｘの運用（３機）

打上げ

（２号機）

※HTV-X：新型宇宙ステーション補給機

FM（2号機）製作・試験・維持設計

低軌道における

有人宇宙活動の

在り方の整理

※３号機はGateway補給
への変更を

検討中

（参考）国際宇宙探査
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宇宙基本計画工程表（令和元年度改訂）抜粋 （令和元年１２月１３日 宇宙開発戦略本部）



26 国際宇宙ステーション計画を含む有人宇宙活動

２０１９年度末までの達成状況・実績

 ＪＰ－ＵＳ ＯＰ３に基づき、ＩＳＳの利活用の促進、成果最大化に向けて共同ワークショップを継続的に開催するとともに、

マウス実験のサンプル交換、静電浮遊炉実験の機会提供など協力を拡大している。

 「きぼう」利用の民間開放として超小型衛星放出事業、「きぼう」船外利用の民間事業者を選定した。さらに地球低軌道

において民間企業による持続的・自立的な事業として展開されるよう、民間企業に対して将来想定される需要（利用）及

び供給（サービス）についての情報提供要請（RFI）を実施。
 宇宙ステーション補給機「こうのとり」８号機では、ISSの運用・利用に必要不可欠な交換用リチウムイオンバッテリーや光
通信実証装置等の補給・輸送を行い、ISSパートナーとしての義務を確実に履行した。

 ＨＴＶ－Ｘは将来の宇宙技術・システムへの波及性・発展性を念頭に詳細設計、ＰＦＭ製作・試験を実施中。

 低軌道における２０２５年以降の我が国の有人宇宙活動の在り方について、各国の検討状況も注視しつつ、オプション

を整理する。

２０２０年度以降の取組

 日本実験棟「きぼう」の運用・利用及び宇宙ステーション補給機「こうのとり」の運用を着実に実施すると共に、アジアを

はじめとする海外の利用強化を含むＪＰ－ＵＳ ＯＰ３の推進、民間事業者の参画、国際宇宙探査に向けた技術実証

（軌道上実証）を進め、ＩＳＳの成果最大化を図る。

 ISS運用終了後を見据えて、地球低軌道での宇宙活動が民間主体で自立的に継続されるよう、需要を喚起しつつ、利
用・運用技術の民間移管や、無人化・自動化を促進させるための取組を進める。

 将来の宇宙技術・宇宙システムへの波及性・発展性を考慮しつつ、ISSへの輸送能力・運用性を向上し、費用対効果を
最大化するHTV-Xの開発を着実に行い、２０２１年度の１号機打上げに向けて詳細設計及びＰＦＭの製作・試験を継続す
る。

 低軌道における２０２５年以降の我が国の有人宇宙活動の在り方について、各国の検討状況も注視しつつ、具体的に

検討を進める。

成果目標

【基盤】 将来の人類の活動領域の拡大へ寄与すると共に、技術蓄積や民間利用拡大を戦略的に実施し、費用対

効果を向上させつつ、引き続き我が国の宇宙分野での国際的な発言力を維持する。

２０２１年以降２０２４年までのＩＳＳ延長への参加の是非及びその形態の在り方については、様々な側面から総合

的に検討を行い、２０１６年度末までに結論を得る。
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 ISS計画への参画を通じて得られた技術や成果を最大限活かして費用対
効果の高い形で進めるとともに、国際協力による月探査活動への参画

に向けて必要となる技術の実証の場としても「きぼう」や「こうのと

り」の利用・運用機会を最大限活かすなど、ISSでの取組から、国際協

力による月探査活動に係る取組をシームレスで効率的に進めていくこ

とにも留意する。

 ISSを含む地球低軌道の今後の在り方については、「きぼう」の運用・
利用の更なる効率化や民間利用の拡大を図りつつ、有人宇宙活動を行

う各国を凌駕する我が国の宇宙環境利用技術の維持・発展を念頭に、

ISSの運用が終了された後の地球低軌道の利用ニーズや市場を見据えた、

長期的な対応オプションや移行期のISS運用・利用の合理化の検討を加

速する必要があり、そのために必要な検討や技術実証取組に民間企業

とともに早期に着手することが重要である。
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（参考）文部科学省科学技術・学術審議会宇宙開発利用部会 ISS・国際宇宙探査小委員会
国際協力による月探査計画への参画に向けて（令和元年８月）

（抜粋）



地球低軌道における２０２５年以降の我が国の有人宇宙活動の在り方に関する

オプション整理に当たっての主な論点（案）

RFIの結果も踏まえ、ISS 終了後に想定される民間企業やアカデミアによる地球低軌道の利用需要や将来の市場をどのように考えるか。
 ISSでの取組から、国際協力による月探査活動に係る取組をシームレスに効率的に進めていくうえで、留意すべきことはあるか。（例：有人宇宙関連技術の獲得、宇宙飛行士の育成・確保等の在り方）

仮にISSの運用が延⾧される場合、例えば、ISSの国際協力の枠組み（運用・利用の権利･義務等含む）は維持しつつ、宇宙環境利用事業の主体は民間事業者に移管し、国・JAXAは１ユーザー･顧客となるような形態に遷移していくためには、どのような対応が必要か。
4



参考資料



利用(24億)
運用(87億)

物資輸送(HTV)(143億)*FY2020打上げで終了
物資輸送(HTV-X)(108億)

FY2020要求(258億円)

【利用経費】(宇宙実験の実施に係る経費)
・共通的な実験装置や支援機器の開発
・利用テーマの宇宙実験準備
・共通基盤技術や地上設備の維持・提供

【運用経費】
・運用管制 ・運用システムの維持
・技術支援 ・保全補給
・宇宙飛行士の訓練 ・安全・ミッション保証
・情報管理・国際調整等

【物資輸送経費】
・HTV(こうのとり)の調達・運用
・H-IIBロケットの調達・打上げ

LEO商業化(3億)

FY2012(388億円)

運用(98億)

利用(46億)

物資輸送(244億)

FY2011(399億円)
利用(48億)

運用(102億)

物資輸送(250億)

FY2013(380億円)
利用(41億)

運用(95億)

物資輸送(244億)

FY2010(404億円)
利用(48億)

運用(105億)

物資輸送(251億)

FY2014(357億円)
利用(32億)

運用(90億)

物資輸送(235億)

利用(29億)

運用(90億)

物資輸送(213億)

物資輸送(67億)(補正)

FY2015(332億円)（399億円(補正込))

利用(28億)

運用(89億)

物資輸送(HTV)(238億)

物資輸送(HTV-X)(20億)

FY2016(375億円)

利用(27億)

運用(89億)

物資輸送(HTV)(172億)

物資輸送(HTV-X)(26億)

物資輸送(HTV)(54億)(補正)

FY2017(314億円)(368億円(補正込))

利用(27億)

運用(89億)

物資輸送(HTV)(163億)

物資輸送(HTV-X)(17億)

物資輸送(HTV)(45億)(補正)

FY2018(297億円)(342億円(補正込))

利用(26億)

運用(89億)

物資輸送(HTV)(159億)

物資輸送(HTV-X)(38億)

FY2019(312億円)

FY2020要求

【LEO商業化経費】
ISS運用修了後を見据えて、
地球低軌道(LEO)での宇宙
活動が民間によって自立的に
継続されるよう、民間移管や
無人化・自動化を促進する
ための経費
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ISS関係予算のこれまでの推移


